
 資 料 ５  

１５ 

議題４号 
 

 工事等の金額入り設計書の交付手続の見直しについて 
 
１ 概要 
  入札に参加しようとする事業者にとって、過去の入札において設定された最
低制限価格等の検証や積算の研究のため、入札執行済みの工事等の金額入り設
計書を入手することが有益であり、これらの情報を開示請求するケースが近年
特に増加している。 

  そこで、事業者の利便性の向上と実施機関の事務負担の軽減のため、開示請
求によらなくとも、これらの情報を提供する新たな枠組みを設けようとするも
の。 

 
２ 現状の手続と問題点 
  工事等の金額入り設計書の開示請求は、開示決定等の件数を基準にカウント
した場合、総数約６０００件に対し、２０００件を超えるまでになっており、
さらに増加する傾向にある。 

  また、積算単価等が公表されていて、ごく一部の例外を除いて全部開示とし
てきたこれまでの実績から、情報提供による対応が可能と考えられるが、一般
の開示請求手続に依っているため、実施機関の事務負担の増加をもたらしてい
るとともに、事業者の迅速な情報入手の妨げとなっている。 

  具体的には下表のとおりである。 

   手   続     問  題  点 

開示請求書の提出 様式中の「行政文書の件名又は内容」が一
般的な記載なので、発注機関、開札日等、工
事案件の特定に必要な情報が、事業者に既知
であるにもかかわらず、記載が徹底されず、
発注事務所の検索や工事案件の確認に総合窓
口や担当課（所）の負担となっている。 

開示決定等の通知書の作成  情報提供と比較して開示決定通知書の作
成・押印等の事務に時間を要している。 

写し等の交付申請書の作成 すべての事業者がＣＤ－Ｒ等の交付を前提
に請求しているにもかかわらず、開示決定等
を行った上で、交付の段階でさらに写し等の
交付申請書の作成を求めている。 

 

 

３ 改善案 
  工事等の金額入り設計書の写しについて、別紙１「見直し案フロー図」のと
おり、開示決定通知書の作成を不要とするなど、より簡易な方法により提供す
ることとする。 

  そのため、別紙２「知事部局の各課（所）が発注した工事等の金額入り設計
書等の写し等の交付に関する要領（案）」（実施機関ごとに制定）を制定し、開
示請求手続と異なる情報提供制度を新設する。 

 

４ 他県の状況 
  本年５月２０日に調査したところ、東京都、神奈川県、埼玉県等１２の都府
県において、開示請求手続と異なる簡便な手続により情報提供を行っている。 
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                                       ＜別紙 ２＞ 

１７ 

知事部局の各課（所）が発注した工事等の金額入り設計書等の写し等の交付に関する要領 

（案） 

       平成２８年４月１日 

１ 目的 

  この要領は、千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例第６５号。以下「条例」とい

う。）第２６条及び知事が保有する行政文書の開示等に関する事務取扱要綱（以下「要綱」

という。）第７の１の趣旨に従って、知事部局の各課（所）が発注した工事及び業務委託

（以下「工事等」という。）の金額入り設計書等の写し等を県民等からの求めに応じて交

付する場合の手続を定めるものとする。 

 

２ 交付の対象となる工事等 

  交付の対象となる工事等は、契約締結が完了したもの（議会の議決に付すべき契約につ

いては、当該議決を経たもの。）とする。 

 

３ 交付する金額入り設計書の範囲 

  交付する金額入り設計書の範囲は、原則として次の情報を除いた範囲とする。 

(1)  農林水産部で使用する積算システムにおいて設定されたコードで、第三者に開示し

ないこととなっている部分 

(2)  (1)の他、条例第８条各号による不開示情報に該当する部分 

 

 

４ 交付の申請 

  交付を受けようとする者は、工事等の金額入り設計書等の写しの交付申請書（別記様式。

以下「交付申請書」という。）を総合窓口又は出先機関窓口に提出するものとする。 

 

５ 交付の期限 

  交付の期限は、原則として交付申請書の受付を行ってから３０日以内とする。 

 

６ 費用の徴収 

  交付に係る費用の徴収については、要綱第４の８に準ずるものとする。 

 

 

附則  この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 



                                 資 料 ５  

様式（案） 

工事等金額入り設計書等の写しの交付申請書 

 千葉県知事      様 

                     郵便番号 

                     住 所 

                     氏 名 

                     連絡先電話番号（   ） － 

                     ＦＡＸ番号  （   ） － 

                      法人その他の団体にあっては、主たる 

事務所の所在地、名称及び代表者の氏名 

                     担当者  

                   （法人その他の団体の場合に記載してください。） 

                      

 下記の工事等に係る金額入り設計書 

（※                          ）の写しの交付を申請します。

※ 本工事費内訳表、工種明細表等必要な情報を列記してください。 

記 

発注所属  

開札日 契約日 工事件名 

   

   

   

   

   

 

交付の方

法 

□ 情報公開センターで受取 

□ 発注所属で受取 

□ 郵送希望 

（注）写しは原則としてＣＤ－Ｒへ複写したものになります。 

 

 

 受付：設計      番 

 職員記入欄 

  ＣＤ－Ｒ     枚 

           円 

１８ 
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（議題第４号 参考） 

１ 金額入り設計書の開示請求が増加する理由 

  かつて、工事等の入札に当たっては、予定価格が非公表とされ、その最低制限価格が予

定価格に対する割合で設定されていたが、近年、予定価格の事前公表が原則となり、逆に

最低制限価格や低入札調査価格が複数の設計項目ごとに設定された割合で算出されるよ

うになった。 

  入札参加業者は、予定価格と最低制限価格等の範囲内で競争することになるが、入札結

果の検証や、次の入札への参加のための積算の参考として、金額入り設計書を入手し、実

際の最低制限価格等の精査を行うことが有益となっている。 

 

２ 全部開示での対応の比率 

  平成２５年度の金額入り設計書の開示請求では、 

  決定件数（複数の工事等を単一決定で行う場合がある。）２００３件のうち、 

全部開示が１９７６件（９８．７％）であり、部分開示は２７件（１．３％）に過ぎない。 

 

３ 件数の変遷（開示請求におけるＣＤ－Ｒ交付の件数） 

２３年度   ２４年度   ２５年度  ２６年度 

   ３４２    ５８９  １，００７  １，３３４ 

※ 開示請求におけるＣＤ－Ｒの交付は、ほとんどが工事等の金額入り設計書のもので

あるため、その変遷が工事等の金額入り設計書の請求状況の変遷に相当する。 

 

４ 金額入り設計書で不開示となった情報 

(1)   農林水産部で使用する積算システムに係る使用許諾契約において、設定されたコー

ドを第三者に開示しないこととなっている部分。 

(2)    一般社団法人経済調査会等発行の刊行物から引用している積算単価は、発行者から

発行日から３カ月以内の公表を行わないように要請があり、当該法人の正当な利益を

害するおそれがあるとして、不開示としている。 

 

５ 現在、行われている情報提供の対象項目（継続的に対応している項目） 

 

項       目 対応課（所） 

食品営業許可情報 

理容所・美容所許可情報  等 

１３健康福祉センター 

 

建築計画概要書 建築指導課 

宅地建物取引業者一覧 建設・不動産業課 

医療法人の事業報告書 医療整備課 
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６ 法体系に関する整理 

現     行 変  更  後 

情報公開条例 

第７条 

 開示請求書の提出 

第１２条 

 開示請求者に対し開示決定等の内容

を書面により通知 

第１７条 

 開示の実施 

 

事務取扱要綱 

第２ 情報公開窓口の設置等 

 ２ 行政文書開示請求管理システム

の使用 

第３ 行政文書の開示に係る事務 

 ３ 開示するかどうかの決定 

第４ 行政文書の開示の実施 

 ８ 写し等の交付       

 

情報公開条例 

第２６条 

 県は、～中略～情報の提供に関する施策

の充実を図り、県民が～中略～情報を迅速

かつ容易に得られるよう、情報公開の総合

的な推進に努めるものとする。 

 

 

 

事務取扱要綱 

第７ 情報の提供 

 １ 情報の提供 

   ～略～既に公表されているもの、～

略～などで対応が可能なものについ

て、県民等から情報の提供を求められ

た場合、担当課（所）は、行政資料の

提供等、求めに応ずるよう努める。 

 ２ 写し等の交付 

 

特化した受付体制の新設 

 金額入り設計書の写し等の交付に関す

る取扱い要領等の制定 

 

※ 情報の提供が可能な事項について、開示請求書の提出を求めるなど、原則どおりの開示請求

手続から、条例第２６条の趣旨に即して情報提供の制度に移行することは、情報公開の総合

的な推進に寄与するものと考えられる。 

   

 

７ 他の方法に関する検討 

  他の方法として、インターネット等を通じて、閲覧させることも考えられるが次の観点

から、説明資料「３ 改善案」のとおりとしたい。 

(1) 全設計書の情報をインターネットにより一律に公表すれば、設計業務を業とするコ

ンサルタント業者の利益を侵害することも考えられる。 

現に、そのような方法をとる自治体（１か所）においては、希望者に開示請求をさ

せ、開示決定時にアクセスのためのＩＤコード等を教示する方法で、閲覧資格に制限

を付しているとのことであり、開示請求に係る手続が同じであることから、このよう

方法では十分な事務改善が図れない。 

(2)  インターネットによる公表とするためには、システムの構築が必要であり、新たな

投資が必要となる可能性がある。 


